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平成 29 年 11 月 24 日 

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

平成 29 年度上半期業績報告 

プルデンシャル・グループ[プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン、プルデ

ンシャル生命、ジブラルタ生命、PGF 生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャ

ル生命）]の平成 29 年度上半期（平成 29 年 4 月 1 日～平成 29 年 9 月 30 日）の業績につ

いて、下記の通りお知らせいたします。

契約業績（生命保険会社３社合算：個人保険・個人年金保険）

○新契約高は、4 兆 2,140 億円、前年同期から 1.2％の減少

○保有契約高は、78 兆 8,281 億円、前年度末から 1.9％の増加

損益関係（プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結）

○経常収益は、1 兆 4,103 億円、前年同期から 2.6％の減少

○経常利益は、952 億円、前年同期から 14.0％の増加

○親会社株主に帰属する中間純利益は、607 億円、前年同期から 16.3％の増加

以上



上記は「個人保険 + 個人年金保険」の金額または件数です。

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価のあるもの
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注1 ・各社数値は、百万円未満を切り捨てて表示しています。3社合算値は、円単位の各社数値を単純合算し、百万円未満を切り捨てて表示しています。連結数値ではありません。（*保険料等収
入を除く）
・各社の新契約件数は、千件未満を切り捨てて表示しています。3社合算の新契約件数は、各社の1件単位の数値を単純合算し、千件未満を切り捨てて表示しています。
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* 保険料等収入は保険持株会社プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパンの連結数値です。

H28年度末

新契約件数 （千件）

225,850907,299 0.8

新契約年換算保険料 （百万円）

▲ 7.8221,478240,116
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7,672 ▲ 23.772,26754,999 31.4 5,853

14,202

基礎利益 （百万円） 87,28382,210 19,539 ▲ 53.16.2 9,162

うち国内株式 （百万円） 86,99589,600 ▲ 2,605 000▲ 5,841
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連結ソルベンシー・マージン比率
H28年度末

H29年度
上半期末

961.5% 971.7%

総資産
H28年度末

H29年度
上半期末

増減率（％）

162,822 166,697 2.4

親会社株主に帰属する
中間純利益

H28年度
上半期

H29年度
上半期

増減率（％）

522 607 16.3

経常利益
H28年度
上半期

H29年度
上半期

増減率（％）

835 952 14.0

保険料等収入　
H28年度
上半期

H29年度
上半期

増減率（％）

10,873 10,698 ▲ 1.6

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結

（単位：億円）

経常収益
H28年度
上半期

H29年度
上半期

増減率（％）

14,478 14,103 ▲ 2.6
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中間連結貸借対照表 
（単位：百万円）

期　　別　 平成28年度末 平成29年度
要約連結貸借対照表 中間連結会計期間末

（2017年3月31日現在） （2017年9月30日現在）

　科    目 金　　額 金　　額

325,303 280,958
42,239 35,668

3,110 3,022
14,090,379 14,458,789

1,266,791 1,351,408
104,154 103,615

80,073 77,663
20,718 24,532

237,261 219,020
1,226 1,322

112,204 114,959
△  1,179 △  1,223

16,282,282 16,669,736

14,921,318 15,306,213
74,094 76,988

14,813,266 15,198,857
33,957 30,366
40,915 34,837

351,629 304,481
102,623 103,851

2,340 2,217
234,528 238,479
234,528 238,479

15,653,356 15,990,080

47,105 47,105
96,334 96,334

289,956 350,689
433,396 494,129
210,933 204,041
△  9,142 △  12,607
△  6,260 △  5,907
195,530 185,526
628,926 679,656

16,282,282 16,669,736

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計額 合計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

再 保 険 借

そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計

(負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

再 保 険 貸

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計
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中間連結損益計算書 
（単位：百万円）

期　　別　 中間連結会計期間

　科　　目

金　　額 金　　額

1,447,807 1,410,391
1,087,393 1,069,883

351,220 334,573
193,203 207,191

- 1,317
20,500 41,915
3,997 2,971

132,534 -
- 62,363

983 2,368
- 16,445

9,193 5,934
1,364,269 1,315,155

634,863 697,826
99,579 106,149
50,723 50,190

113,868 119,641
184,087 207,517

16 21
6,398 4,355

180,189 209,950
17 388,486

- 2,893
- 385,591

17 0
542,700 39,994

307 185
1,567 -
6,183 15,005
2,323 1,015

290 439
- 21,353

524,677 -
55 56
13 0

718 593
1,496 1,344
5,066 -

163,058 166,499
23,629 22,348
83,538 95,236
5,557 31
5,557 31
9,094 4,088

586 138
12 -

8,495 3,950
5,933 5,415

74,067 85,763
25,781 24,430
△ 3,950 599
21,831 25,030
52,236 60,733
52,236 60,733親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

法 人 税 等 合 計
中 間 純 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税 等
法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

特    別    利    益

固 定 資 産 等 処 分 益
特    別    損    失

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

そ の 他 運 用 費 用
特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

経    常    利    益

金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

そ の 他 経 常 収 益
経    常    費    用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金

金 融 派 生 商 品 収 益
為 替 差 益
そ の 他 運 用 収 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

保 険 料 等 収 入
資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

平成29年度平成28年度

2016年 4月 １日から

2016年9月30日まで 2017年9月30日まで

2017年 4月 １日から

中間連結会計期間

経    常    収    益
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（中間連結財務諸表の作成方針） 

 

（1） 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 7 社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会

社、プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、プルデンシャル信託株式会社、ロ

ックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合、プルデンシャル・モーゲ

ージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合及びプルデンシャル・モーゲー

ジ・アセット・ホールディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組合であります。 

 

（2） 連結される子会社及び子法人等の当中間連結会計期間の末日等に関する事項 

 連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー(日本支店)を営業者とす

る匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任

組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組

合の決算日は１２月３１日であり、当中間連結会計期間の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用して連結しております。 

 

（3） のれんの償却に関する事項 

 のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行っております。 
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注記事項(中間連結貸借対照表関係) 

 

1. 重要な会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては９月末日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原

価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。その他有価

証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、ジブラルタ生命保険株式

会社及びプルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のう

ち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以

外の差額については為替差損益として処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く）    

  定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（平成 28 年 3 月 31 日以前に取得した附属設

備、構築物を除く）については定額法）を採用しております。 

・リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産    

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

      

（4） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

（5） 外貨建資産・負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 

 

（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準を準用して、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は 0 百万円であります。 
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（7） 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額について、退職給付債務から年金資産の額

を控除した額を計上しております。 

ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度については、退職給付に係る資産を計上しております。 

退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。 

 

 
退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

 
数理計算上の差異の処理年数  翌連結会計年度より５年～１０年 

 
過去勤務費用の処理年数 ５年又は１０年もしくは発生年度における一括費用処理 

なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

（8） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち当中間連

結会計期間末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（9） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

 

（10） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、外貨建債券等に

対する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及び外貨建債券等のキャッシュ・フロ

ーのヘッジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行っております。 

 なお、ヘッジの有効性の判定は、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フローの総額又は時価変動

を比較する比率分析によっております。 

 

(11) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消

費税等以外のものについては当中間連結会計期間に費用処理しております。 

 

(12) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の方式に

より計算した金額を積み立てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保

険契約について、追加責任準備金を２，６４０百万円積み立てております。 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保険契約

について、追加責任準備金を３７，４６６百万円積み立てております。 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計

算しております。なお、上記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金積立に向け９，８１２百

万円を積み立てております。 
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2. 主な金融資産及び金融負債にかかる中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の

とおりであります。 
（単位：百万円） 

  中間連結 
貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

現金及び預貯金  
２８０，９５８ 

 
２８０，９５８ 

 
- 

買入金銭債権    

 満期保有目的の債券 ２５，６３７ ２７，８０７ ２，１６９ 
 その他有価証券 １０，０３１ １０，０３１ - 
有価証券    
 売買目的有価証券 ３１９，７６４ ３１９，７６４ - 
 満期保有目的の債券 ２０６，６２４ ２５５，５２０ ４８，８９６ 
 責任準備金対応債券 １０，３２８，５４８ １１，８１２，１６４ １，４８３，６１６ 
 その他有価証券 ３，６００，１４３ ３，６００，１４３ - 
貸付金    
 保険約款貸付 ２８１，８８４ ２８１，８８４ - 
 一般貸付 １，０６９，５２３ １，１１３，７０７ ４４，１８３ 
 貸倒引当金 △４３２ - - 
  １，３５０，９７５ １，３９５，５９１ ４４，６１６ 
金融派生商品    
 ヘッジ会計が適用されていないもの （１８，０５０） （１８，０５０） - 
 ヘッジ会計が適用されているもの （７０，４５２） （７０，４５２） - 
（借入金）    
  （６，３５５） （１１，８７３） △５，５１８ 

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。 
・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現金及び預貯金 
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 
② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第１０号)に基づく有価証券と

して取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

９月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行っております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間連結会計期間末における中間連結貸借対照表計上額は、３６８百万円、組合出

資金等の当中間連結会計期間末における中間連結貸借対照表計上額は３，３３９百万円であります。 

 
③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返
済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 
一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して

時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用してお
ります。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 
個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッ

シュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 
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割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
 

④ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引及び金利スワップション取引の
時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

3.  前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、賃貸等不動産の時価に関する事項の記載を省略して

おります。 

 

4. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は１，０９０百

万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は２２２百万円、延滞債権額は７７５百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額０百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和 40 年政令第 97 号) 第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、９２百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

5.  特別勘定の資産の額は２９０，８４６百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  

 

6. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.  担保に供されている資産の額は、有価証券２１，７４１百万円であります。 

また、担保付債務の額はありません。 

 

8. １株当たりの純資産額は、７４６，０５５，１５１円３０銭であります。 

 

9.  その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された永久劣後特約付借入金

６，３５５百万円を計上しております。 

 

当連結会計年度期首現在高       ３３，９５７百万円 

当中間連結会計期間契約者配当金支払額 ９，００７百万円 

利息による増加等 ０百万円 

契約者配当準備金繰入額 ５，４１５百万円 

その他による増加 ０百万円 

当中間連結会計期間末現在高 ３０，３６６百万円 



11 
 

10. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間連結会計期間末における今

後の負担見積額は３３，１５９百万円であります。なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として

処理しております。 

 

11. 責任準備金対応債券に係る中間連結貸借対照表計上額は１０，３２８，５４８百万円、時価は１１，８１２，１６

４百万円であります。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除く円建保険契約群及び②ユーロ建保険契約群をそれぞ

れ小区分としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すなわち将来における一定期間内の保

険収支に基づくデュレーションを勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群について、当中間連

結会計期間末日現在の保有契約から今後４０年以内に生じると予測される保険金・経費等のキャッシュ・アウト

フローと保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それらの金利感応度をコントロールすること

により金利変動リスクを管理しております。 

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券のデュレーション及び資金配分を定めて

おり、また、四半期毎の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行っております。 

上述の方法を用いた将来の①円建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１５．４

年、将来の保険料のデュレーションは８．９年、責任準備金対応債券のデュレーションは１７．６年となっており

ます。また、②ユーロ建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１５．８年、将来の保

険料のデュレーションは７．６年、責任準備金対応債券のデュレーションは１４．８年となっております。 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち①一般ファンド（これらと同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）②円建年金ファンド（これらと同じ負債

特性を持つ再保険契約を含む）③米ドル建保険ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）④米ドル

建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑤豪ドル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保

険契約を含む）をそれぞれ小区分としております。 

各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内

でマッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

なお、ALM（資産負債総合管理）運用の高度化の一環として、投資可能期間により重点をおいた金利リスク

管理を行うこととしました。小区分の特定について、当該管理との整合性を保つため、当中間連結会計期間に

おいて次のファンドに対応する保険キャッシュ・フローの計測期間を投資可能期間に合わせて変更しておりま

す。 

円建年金ファンド（これらと同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）は従来保険期間満了までを対象としてお

りましたが、一般ファンド（これらと同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）と同様に４０年以内に変更しており

ます。  

また、米ドル建保険ファンド（同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）、米ドル建年金ファンド（同じ負債特性

をもつ再保険契約を含む）及び豪ドル建年金ファンド（同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）についても、

従来保険期間満了までを対象としておりましたが、３０年以内に変更しております。この変更による連結財務諸

表への影響はありません。 

発行者の信用状態が著しく悪化している債券について、当中間連結会計期間において責任準備金対応債

券からその他有価証券への振替を行っております。この結果、従来と比べて有価証券が96百万円、その他有

価証券評価差額金が 69 百万円減少し、繰延税金資産が 26 百万円増加しております。 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち円建保険契約群を小区分としております。 
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小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内で

マッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

なお、ALM（資産負債総合管理）運用の高度化の一環として、投資可能期間により重点をおいた金利リスク

管理を行うこととしました。当中間連結会計期間において、当該管理との整合性を保つため、従来の小区分の

設定において保険期間満了までを対象としていた保険キャッシュ・フローの計測期間を、投資可能期間に合

わせて４０年以内に変更しております。 この変更による連結財務諸表への影響はありません。 

  

12. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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注記事項（中間連結損益計算書関係） 

 

1. １株当たりの中間純利益は６６，６６６，５３９円３３銭であります。 

 

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 


	③
	③リリース開示項目（PHJ連結)

	
	（プルデンシャル生命保険株式会社）




